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エグゼクティブサマリー
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2022年３月期 通期サマリー（ハイライト）

売上高
（2/10開示予想比）

売上総利益
（ 2/10開示予想比）

営業損失
（ 2/10開示予想比）

491百万円（+2.4%) 188百万円（+11.7%) ▲387百万円（+24百万円)

月次解約率＊2

（過去12か月平均）

0.03％

クラウドARR＊1

成長率(YoY)

+30.3%

通期を通して苦戦はしたものの、クラウド事業のARR は+30.3%の成長率と引き続き力強い成長

月次解約率は0.03%と非常に順調に推移

* 2   月次解約率（導入料、改修を除いた月次のライセンス料およびメンテナンス・保守料について、当月解約によって減少した月次収益を、前月の月次収益合計で除して算出 ）の過去12か月平均

* 1   クラウド事業におけるストック売上（月次のライセンス料）の年間合計額

ストック売上高
（クラウド、オンプレ）

222百万円
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2022年３月期 通期サマリー（トピックス）

株主対応DX“優待WALLET” ローンチ

2021年11月30日 サービスローンチ

（2021年9月28日日本経済新聞記事掲載）

利用シーン・導入実績の拡大、アライアンス強化

*特許申請中

*

ジェネシスクラウドサービス株式会社
サントリーホールディングス株式会社
サントリーシステムテクノロジー株式会社

株式会社サンベンド
サントリーシステムテクノロジー株式会社

グローバルプラットフォーマーとの日本初のパートナーシップやサントリーグループへの導入など
利用シーン拡大事例を創出
また、新規事業領域として株主対応をDXする『優待WALLET』をリリース
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2022年３月期 通期業績ハイライト
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2022年３月期 通期業績サマリー

項目（百万円）
2022年３月期
通期実績(A)

2022年３月期
通期予想(B)
(2/10開示)

予実差異
(A)-(B)

予実比(%)
(A)/(B)-1

売上高 495 480 +15 +3.2

売上総利益 192 168 +23 +13.9

販売費および一般管理費 575 580 △4 △0.8

営業損失（△） △383 △411 +27 ―

経常損失（△） △388 △414 +25 ―

親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

△421 △437 +15 ―

売上高は予想比で若干上振れての着地
対予想で売上原価および販管費が改善した結果、営業損失以下の各段階損失も予想比上振れて着地
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2022年３月期 四半期毎売上推移

ストック売上比率の向上および2023年3月期への受注後ろ倒しの影響により、四半期毎の売上偏重は
是正傾向。安定的な売上成長への基盤が整いつつある

四半期毎売上高の推移
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クラウド事業 オンプレ事業

2022年３月期 四半期毎売上推移

クラウド事業のARRは過去3年間でCAGR +61.1%、2022年3月期もQ4累計でYoY+30.3％と
引き続き力強く成長し、フロー型からストック型への移行は順調に継続

四半期毎リカーリングレベニューの推移 （百万円）

* 小数第2位を四捨五入 9

CAGR 

+61.1%

YoY 

+30.3%
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0.34%

0.00%

0.19%

0.03%

19/3 Q4 20/3 Q1 20/3 Q2 20/3 Q3 20/3 Q4 21/3 Q1 21/3 Q2 21/3 Q3 21/3 Q4 22/3 Q1 22/3 Q2 22/3 Q3 22/3 Q4

月次解約率の推移

過去12か月平均の月次解約率は0.03%と引き続き低下し、過去低水準に到達

月次解約率*の推移

* 月次解約率（導入料、改修を除いた月次のライセンス料およびメンテナンス・保守料について、
当月解約によって減少した月次収益を、前月の月次収益合計で除して算出 ）の過去12か月平均 10
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2023年３月期業績予想
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2022年３月期 通期業績修正の要因整理と期中に講じた対策

業界構造、環境変化（コロナ等）の影響を見誤り、それまで受注の大半を占めていた業界団体経由でのオフライン

活動が停止したことが引き金となり、導入遅延や先送り案件が重なり、結果として下方修正に

市場環境の変化に対し、早急かつ継続的な対応が実を結び、
今期以降のストック売上が安定的な収益として、現時点で見込まれている

業績修正の要因

・業界構造、市場の変化による投資方針の変更

（チャット等の先行投資やBPOニーズの拡大）

前期対応施策と継続的な対応策

・新規事業領域への先行投資、営業リソースの優先的分配の実施

* 案件化する可能性が高い見込み顧客のこと

・プリセールス部隊を組成し、営業初期段階からパートナー企業を

サポートすることで、受注速度の向上や導入意思決定リードタイム

短縮化に貢献

・オンラインでの商談機会の創出（ウェビナー、Webでの相談会等）

ファンコミュニティを組成（ユーザー会、パートナー勉強会等の実施）し、

大手SIer、BPO会社をはじめとするパートナーとの連携を強化

・セールス部門の採用強化（営業力強化）、営業協力会社の積極的活用・1日あたりの商談社数の低下（営業1人あたり）

・オンラインでのホットリード*獲得の難易度上昇、苦戦

・導入意思決定リードタイムの長期化、延期

によるプロジェクト開始（キックオフ）の遅延
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2023年３月期の大方針について

2023年3月期は、4つのテーマを大方針とし、中長期の安定的かつ非連続な成長を目指す

1

2

3

4

収益構造をフロー型からストック型へ前期から引き続き重点移行

事業提携、アライアンスなどパートナービジネスを積極的に展開

Discoveriezの機能改善・新規事業の開発に引き続き投資

新規事業領域は販路拡大フェーズへ

50％を超える収益をストック型へ移行予定。低解約率（現在0.03%）に加え、

ストック型売上を中心とする収益構造への変更を最優先で行い、中長期の成長基盤の構築を目指します。

パートナー販売網の拡大、パートナーによる導入拡大や、他社ソリューションとの連携、

提携によるサービスメニューの創出、拡販など、パートナービジネスを積極的に展開します。

SaaSモデルとして来期以降の顧客対応領域以外での新規マーケットの獲得、売上・利益拡大に貢献する機能改善や新規事業開発を

引き続き行います。

新規事業領域であるライト版と優待WALLETは、立ち上げフェーズから販路拡大・開拓フェーズへ移行。

来期以降の新しい利益寄与を見込み、セールス、CSを中心にROIを重視した投資を実行します。
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2021/3期 2022/3期 2023/3期

ストック実績 ストック見込み

ストック受注済

2021/3期 2022/3期 2023/3期

フロー ストック

2023年3月期の成長実現性について

売上構成をフロー型からストック型への移行を実施し、将来の安定的な収益を計上予定
既存・新規事業の成長率、立ち上がり等を考慮し、売上高は650～720百万円のレンジ方式を採用

（当期）

・リカーリングレベニューの向上

・ストック比率が2021/3期比で
売上の半分以上に
（24%→50%以上）

（当期）

<2023年3月期成長イメージ>

194百万円
222百万円

ストック受注済金額

340百万円

14

+53%
成長(予想)

46%

24%

55%

(予想)
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中期的な成長に向けて
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* 経済産業省「D X レポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～（サマリー）」をもとに当社加筆
** 経済産業省「D Xレポート２（中間取りまとめ）」をもとに当社加筆

＊

中期的な成長（FY23～25年３カ年）に向けたメッセージ

創業より21年が経過し、2021年3月25日の上場以降も、当社を取り巻く環境は大きく変化してま

いりました。また、当社のステークホルダーを取り巻く環境も昨今、ご存知の通り、大きく変化し

ていると認識しております。

経済産業省が 2018 年に公開した「DX レポート」では、現在、企業の競争力強化の鍵は「DX」

が必要条件と言われておりますが、長く使われた既存システムが 「DX 推進」の際の障壁となると

警鐘を鳴らしており、この課題を克服できない場合、2025年以降年間最大12兆円（現在の約3倍）

の経済損失が生じるとされています。（「2025年の崖」）* 加えて、2020 年 10 月時点でDX 推進

の取組状況を分析した同省の追加報告によると、全体の９割以上の企業が、DX 未着手企業レベルか、

散発的な実施になっている（DX 途上企業）状況であり、コロナ禍において、

テレワークをはじめとした社内外の ITインフラ等を迅速かつ柔軟に変更し、環境変化に対応できた

企業と、対応できなかった企業の差が拡大していることも明らかになっております。**

上記のDX未着手またはDX途上企業は、当社がさまざまな企業にヒアリングをするなかでも、

部門ごとの業務に合わせて複数のシステムをバラバラに導入していたり、現場のITリテラシーが

低いことを理由にアナログな業務運用を優先する等の事情論が発生したりと、全社横断的な情報の

利活用や取引先等との情報の一元管理ができておらず、情報がバラバラに扱われており、重要な

情報の所在が分からない、経験と勘に頼っているといったことが大半でした。

当社は、そのような日本の現状の根底は、「情報の分断」が企業活動に悪影響を及ぼしている

ことであると改めて感じております。

© SUZUHIRO TAKADA
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中期的な成長（FY23～25年３カ年）に向けたメッセージ

当社は、創業以来、顧客対応DXを中心に事業展開してきており、顧客接点・対応情報が現場から横串しで

全社横断的に行き渡る仕組みを提供してまいりました。この仕組みは、情報を「つなげる・まとめる・利活用

する」というステップで構成され、これに基づく機能が「Discoveriez」には備わっており、企業活動における

必須要素かつ重要な業務サイクルに沿ったプラットフォームとなっております。

「Discoveriez」は、非効率な業務で利用しているバラバラなツールをまとめたり、置き換えとして応用が

利くため、部門利用でも全社利用、取引先との利用でも活用できるプラットフォームとなっており、多くの

企業をはじめとしたステークホルダーにご利用いただくことで日本のDXを加速する一翼を担いたいと考えて

おります。

そして、日本では（国産の）エコシステムを構築できているITプラットフォーム（SaaS）が少ないのが

現状です。

当社は、引き続き、日本のITにおける「情報の分断」をなくし、「最適な情報伝達、共有ができる」

プラットフォームを今後も拡張し、現場の業務が「楽」になる「エコシステム」の実現を目指してまいります。

株式会社ジーネクスト

代表取締役 横治 祐介

© SUZUHIRO TAKADA
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中期的な成長（FY23～25年３カ年）を達成するための行動指針

18

当社が目指す「SRM（Stakeholders Relationship Management ）」を
達成するためのサイクル

コミュニティ

パートナー

顧客

当社

日本では（国産の）エコシステムを構築できている
ITプラットフォーム（SaaS）が少ないのが現状です。

当社は、企業活動における情報の分断をなくすため、

・他社サービスや基幹システムとの連携
・幅広くご利用いただくためのパートナー拡大

の戦略を推し進めております。

また、

・販売ネットワーク拡大
・新たなサービスの創出、拡張

のエコシステムを構築し、
企業活動のDXを促進することで、

“日本のITにおける「情報の分断」”

をなくし、
ビジネスの現場がより「楽」になることで
企業が新たな競争力を勝ち得るお手伝いをして
まいります。

プラットフォーム

提供

製品改善、新機能開発

顧客への

新たな価値創造

（ローコード開発

製品コラボ等）

生産性向上

ビジネス拡大
三方よしの実現

意見交換

ビジネスマッチング
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2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

予算イメージ

ストックイメージ

中期的な成長イメージ（FY23～25年３カ年）
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売上高成長率

CAGR+40%以上

（2023年～2025年）

2025年に向けて、安定的かつ非連続な成長の実現を目指す

中期成長指標

・売上高成長率：毎年CAGR+40%以上

・ストック売上比率：70%以上

・解約率：引き続き低い1%未満

中期成長イメージ
・既存事業：オンプレからクラウドへの置換え推進

によるクラウドARRの増加

・新規事業：当期で推進した業務提携や協業案件の

深耕、拡張による将来収益の安定化、

更なるアライアンス開拓による収益増加

・事業投資：新たなマーケット開拓による収益ライン

ナップの構築

詳細は2022年6月末の「事業計画および成長可能性に関する事項」にて開示予定

ストック比率

70%以上

解約率

1%未満
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「Discoveriez」について

ステークホルダー（SRM）DXプラットフォーム

・使いやすいUI/UX

・企業内外で発生する情報の一元管理

・ステークホルダーへの情報共有

・利用シーンに合わせた機能（パーツ）を

組み合わせ、短期間で利用可能
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「Discoveriez」の強み（競争優位性）について

21

部門ごとのバラバラな情報 部門ごとで属人化した業務

部門ごとに散在する

顧客接点情報

部門ごとでバラバラに使う

システム内の情報

Discoveriezの強み（競争優位性）は、

企業内に多く存在する
部門ごとの
・バラバラな情報
・属人化した業務
・散在する顧客接点情報
・個別で使われているシステム内の情報

の一元管理ができ、加えて、

その情報を適切な状態で
各部門、取引先、顧客など
さまざまなステークホルダーに

“最適な情報伝達、共有ができる”
プラットフォームです。

また、各機能を「ブロックのパーツのように」
組み合わせができるため、ノーコード/ローコードで
の設定を実現。
より短期間での利用開始を可能とします。

ワーク

フロー

ワーク

フロー

Discoveriezを中心に企業内外の情報が循環（概念図）

情報の一元化

適切な情報利用



©G-NEXT Inc.  Al l  r ights reserved. 22

企業内で発生する課題例

コミュニケーション
情報を統合管理管理

Discoveriezを活用し、SRMを実現している世界観

増え続ける社内外の
コミュニケーション手段

電話・メール・チャット・
LINE・オンライン会議etc…

ExcelやWord、メモ書き、
システムの入力等、

散在するインシデント履歴・
記録手段

ワークフローシステム、
メール、会議報告、口頭等、

複数の連絡手段を駆使

何がどこにあるのか
わからない情報管理
複数システムに

情報が散在して保管

分析として情報利活用をし
たいが、散在した情報を集
約するだけで時間を要する。
活用できる情報なのか不明。

インシデント情報を登録したら
伝えたい部署・担当に

ワークフローをすぐに回せる 複数の情報を
間単に引き出せる

分析情報として
すぐに活用できる

Discoveriezを活用した世界（社内外・部門間が協調できる仕組みを醸成）

非効率で情報がいきわたらず、個別で属人化した業務が発生し

記憶と勘に頼った企業活動をしている状態
情報の鮮度が保たれた状態で、情報が社内にいきわたり、

欲しい情報がすぐに取得できるため全体最適で企業活動ができる状態
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データマーケティングの加速化

日本トータルテレマーケティング
（NTM)と業務提携

＜業務提携事例＞日本トータルテレマーケティング様との業務提携

・データに基づく顧客対応（対応品質の向上・アップセル/クロスセルの推進）
・顧客接点全体の行動データサービスの強化
・双方の知見を活用したシステム開発・外販スキームの展開
・広告マーケティングだけでは獲得できなかった顧客を顕在化

クライアントおよび生活者の体験価値創造（CX向上や収益増加）
NTMや博報堂グループとデータマーケティング推進パートナー

として提携、利用拡張

顧客接点ログが分散しているため、
単一チャネルの個客行動しか把握ができない

As-Is：コスト指向コンタクトセンター

各種顧客接点ログをDiscoveriezで集約し、分散したオフライン・オンラインデータを統合
利用用途に応じたデータへ変換を行い、マーケティングデータとして利活用

To-Be：プロフィット指向コンタクトセンターへ進化

データベース行
動
履
歴

購
買
履
歴 機械

学習

レコメンド
クライアント

CDP

広告配信／キャンペーン

物流倉庫

ラウンダー

クライアント

事業会社・エージェンシー・コンサルタント他
と連携

SNS

Web
アクセスログ

各種logの統合・変換 生活者

属
性
情
報

通話録
音

応対
log

メール
log Chat

log

bot log

架電リスト
応対ログ

Voice bot
log

物流倉庫

生活者
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＜協業事例＞グローバルキャスト様事例

24

営業管理のDXを加速させ、

生産性向上を図るための取り組みを

グローバルキャスト社と協業

Discoveriezで取引先との情報やり取りをつなぐことで、
自社および取引先、双方の業務効率化を実現

社内利用拡大
（各事業所）

営業部・管理部利用

関係会社（取引先）へ
ライセンス付与

As-Is To-Be

数100を超える取引先との

情報のやりとりが大量に発生

取引先からの報告書等のやり取りを、アナログなメール運用から、
Discoveriezを双方が利用し、情報をやり取りする運用に変更。

＜取引先メリット＞

複雑な情報のやり取りが、

Discoveriezで完結し、作業や報告漏

れが減少。より自社の業務に注力で

きた。

取引先にDiscoveriezのライセンスを付与。
グローバルキャスト様へ提出する資料を登録。

契約書管理・ワークフロー管理・ファイル授受・連
絡事項等、取引に応じた情報をDiscoveriezに登録

＜グローバルキャスト様メリット＞

担当者の1社あたりの確認作業時間が

4分の1に削減し、効率化を実現。

より多くの件数を迅速に対応するこ

とができた。

・グローバルキャスト様の1担当者あたり

毎日3,000件の膨大なメールを処理

・添付ファイルのパスワード連絡漏れに

よる問い合わせ（電話対応）や、

ファイルストレージサービス利用による

ダウンロード等、膨大な作業処理が発生。

取引先 グローバルキャスト様

取引先 グローバル
キャスト様
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新規市場におけるターゲット像

営業BPO市場、コンタクトセンター市場を中長期的なターゲットとし、市場拡大
前期からの早急な対応が実を結び、安定的なストック型売上を続々と受注

*1 矢野経済研究所「クラウド基盤(IaaS/PaaS)サービス市場に関する調査」（2020/5/12） *2 矢野経済研究所「2021 コールセンター市場総覧～サービス＆ソリューション～」（2021/10/28）

*3 デロイトトーマツミック経済研究所「マーテック市場の現状と展望2021 クラウド型CRM市場編」（2021/5/25） *4 矢野経済研究所「2021-2022 BPO(ビジネスプロセスアウトソーシング)市場の実態と展望」（2021/10/27）

<市場規模イメージ>

国内CRM市場 5,283億円*3(2023年予想)

コールセンターサービス市場 1兆1,181億円*2(2023年予想)

将来アプローチの
可能性のある市場 国内クラウド基盤（IaaS/PaaS）市場1兆6,700億円*1(2023年予想)

営業BPO市場742億円*4(2020年)

中長期的に
目指す市場
(新規市場）

コンタクトセンターソリューション市場5,414億円*2（2023年予想）

お客さま相談室
システム市場
（既存市場）

中長期的に目指す市場
(新規市場）

25
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当社の導入実績

各業種・業界のリーディングカンパニーを支援
社内外のステークホルダーとの情報のやり取りが多い業界への導入が全体の約7割を占める

（五十音順）

食品

日用品

外食

小売

衣料

情報通信

電子機器

不動産

卸売

交通・…

化学
金融 その他

2022/3期末現在
（クラウド事業、オンプレ事業）

顧客業種別社数構成比

26
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業界、業種ごとの事例

食品製造メーカー

顧客の声を社内にフィードバック
し商品開発やマーケティングに活
用。アラートにより商品やサービ
スの異常や重大リスクを検知。

外食

店舗で発生したクレームやお問い
合わせを現場で登録。店舗と本部
間の組織を超えた情報共有や、顧
客対応事例集として活用。

日用品

ステークホルダー（社内・取引先）
双方がDiscoveriezを利用。
適切なタイミングで情報共有、
商品情報のデータベースとして活用。

ハウスメーカー

顧客からの問い合わせ情報を、営
業担当者がスマートフォンで確認
し、アップセル・クロスセルに迅
速につなげる情報として活用。

製造メーカー

製品情報の発信や商品の販売店舗
情報の照会に加え、顧客の声を分
析し、製造工場へフィードバック。
商品改善や販売店舗と連携。

アパレル

チャットやLINE等、トレンドに合
わせたチャネル連携により、複数
ブランドで店舗やECサイトから寄
せられる情報を本部で集約。
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企業事例

28

顧客満足度とロイヤリティを高めるために
お客様センターや、営業、マーケティング、
サービス部門等、顧客接点部門が利用。

サントリーホールディングス株式会社

サントリーシステムテクノロジー株式会社様

顧客対応システムとして導入

グローブライド株式会社様

顧客満足度の向上、お客様センターの情報
を社内に共有、業務効率の向上、受電件数
の削減を実現。

顧客対応システムとして導入

BIPROGY株式会社を通じた導入支援と、
コールセンター業務のノウハウを生かした
安定運用、CS向上・業務効率の向上を実現。

株式会社サンベンド

サントリーシステムテクノロジー株式会社様

コールセンター業務における
顧客管理を完全クラウド化

お客様相談センターおよび予約受付センタ
ーといった窓口横断的な連携の迅速化。記
録内容をもとにした各種運営改善を実現。

株式会社オートバックスセブン様

各種予約窓口等のシステムを
統合・店舗利用へ拡大

営業における顧客との商談情報および日報
等、対応情報を一元化し、全社における営
業・マーケティング活動のDX化を強力に推
進。

ヤマモリ株式会社

営業活動における収益最大化に
向けて導入
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Discoveriezで情報の分断を解決するサポート体制を構築

パートナーとのパッケージメニューのリリースも随時発表予定

アライアンス事例

CTI BI/分析系

etc… etc…

etc… etc… etc…

Database Chat 業種別SaaS

Amazon Connect

Amazon QuickSight
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免責事項

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの将来の見通しに関する記述は、本資料の日付時点の情報に基づいて作成されています。

このような将来予想に関する記述には、必ずしも既知および未知のリスクや不確実性が含まれており、その結果、将来の実際の業績や財務状況は、将来予

想に関する記述によって明示的または黙示的に示された将来の業績や結果の予測とは大きく異なる可能性があります。

これらの記述に記載された結果と大きく異なる可能性のある要因には、国内および国際的な経済状況の変化や、当社が事業を展開する業界の動向などが含

まれますが、これらに限定されるものではありません。

また、当社以外の事項・組織に関する情報は、一般に公開されている情報に基づいており、当社はそのような一般に公開されている情報の正確性や適切性

を検証しておらず、保証しておりません。

本資料は、情報提供のみを目的として作成しています。本資料は、日本、米国、その他の地域における有価証券の販売の勧誘や購入の勧誘を目的とした

ものではありません。
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appendix
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会社概要

2021年3月25日
東証グロース市場上場
証券コード：4179

社名 株式会社ジーネクスト

設立 2001年7月

代表取締役 横治祐介

従業員数 37名（2022年3月末）

資本金 6億4,784万円

事業内容
ステークホルダー（SRM）DXプラットフォーム
｢Discoveriez｣の開発・販売
顧客接点データを活用したBI/AIの開発

本社所在地
〒102-0072 東京都千代田区飯田橋4-7-1
ロックビレイビル5F

電話番号 03-5962-5170

ホームページ https://www.gnext.co.jp/

資格
プライバシーマーク付与認定
情報セキュリティマネジメントシステ（ISMS）
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中長期的に持続的な事業成長を図るため、
ボラティリティの高いフロー型*1から安定性の高いストック型*2へと移行する計画

33*1 導入料金の一括計上が中心となるため、一過性の数字に寄与 *2 月額料金が中心となるため、売上の中長期的な安定に寄与

ストック型への移行に伴う補足説明

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

フロー ストック
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